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ふじのくにＤＸ推進計画（案）に関する県民意見提出手続の結果

（静岡県デジタル戦略局デジタル戦略課）

１ 意見募集の期間 令和３年 12 月 28 日（火）から令和４年１月 31 日（月）まで

２ 意見の提出状況 38 件（提出者：11 人）

３ 意見の区分等

４ 県民意見及び県の考え方

区 分 内 容 件 数

Ａ 御意見を踏まえて計画案を修正する 御意見の趣旨を踏まえ、計画案を変更する ２件

Ｂ 御意見の趣旨を踏まえて取り組む 計画案は修正しないが、御意見を踏まえて取り組む 23 件

Ｃ
業務の参考とする 現時点では御意見を計画や取組に反映することは困難だが、

今後の参考とする
13 件

計 38 件

No. 該当箇所 県民意見 意見に対する県の考え方

１ 全体 静岡県の一番の魅力は、穏やかな気候と豊か

な自然環境、便利な交通網に裏打ちされた“住

みやすさ”である。これらの要素の良いところ

（伸びしろ）をデジタルの革新性でどう引き

出すか、県民や自治体、企業等が知恵を出し合

い一緒に創り上げていく環境が醸成できれ

ば、おのずと新しい静岡時代が実現していく

ような気がする。

Ｂ

御意見の趣旨を踏まえ、静岡県の魅力を

デジタル技術で引き出せるよう取組を推

進してまいります。

２ 全体 全体的にＤＸというよりはデジタル化を進め

るという印象を受ける。もっと踏み込んだ変

革が必要ではないか。

Ｂ

本計画では、計画期間である 2022 年度～

2025 年度を「挑戦期」と位置付け、デジ

タル技術の実装による利便性・豊かさを

実感できる社会を目指してデジタル化を

幅広く推進します。

なお、３次元点群データの活用等、先進的

な取組が見られる分野については、社会

変革に資する取組を積極的に進めていき

ます。

３ 全体 ＤＸ推進は急務だが、県民サービスの質を落

とさないように配慮いただきたい。例えば、電

子申請ができるようになったのはいいが、一

方で対面の相談ができない、しづらいといっ

たことを極力避けてほしい。

Ｂ

御意見の趣旨を踏まえ、ＤＸの推進によ

り県民サービスの質の向上に努めてまい

ります。

４ 全体 一目で“静岡県”とわかる内容ではなく、どこ

の県でも当てはまる（≒使える）内容だと思

う。

Ｃ

本計画は、国（総務省）が「自治体ＤＸ推

進計画」で示した、各自治体で重点的に取

り組むべき事項等を踏まえて策定しまし

たが、３次元点群データの活用や災害対

策におけるデジタル技術の活用等、静岡

県特有の要素も盛り込んでおります。

いただいた御意見につきましては、今後

の参考とさせていただきます。
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５ 全体 トヨタの“Woven City”等への便乗でも良いの

で、次世代を期待させる内容がほしい。

Ｃ

本計画の策定に当たっては、静岡県の若

手職員で構成するＤＸ推進チームを立ち

上げ、ワークショップで 10 年後の静岡県

の目指す姿を検討し、計画に反映させま

した。

いただいた御意見につきましては、今後

の参考とさせていただきます。

６ 全体 「温故知新」を『“知新”のため、“温故”にＤ

Ｘを活用する』と都合よく理解し、例えば、西

なら自動車産業、東なら観光等今ある資源、他

県にはない静岡県の魅力をＤＸすることによ

り、更なる静岡県のアピールをもっと全面的

に押し出してもいいと思う。

Ｂ

ＤＸの推進に当たっては、御意見の趣旨

を踏まえ、自動車産業等における新たな

成長産業の育成や、観光ＤＸの促進等、静

岡県の魅力ある産業の活性化に努めてま

いります。

７ 全体 市町の支援なくして成し遂げられない内容が

多々見受けられるが、どこかの市町の計画と

リンクしているのか。

Ｂ

本計画の策定に当たっては、県及び市町

で構成する行政経営研究会（ＩＣＴ利活

用部会）等を活用し、県内市町とデジタル

化の課題や計画案等の共有を図ってまい

りました。

今後も、市町との連携を強化し、市町ＤＸ

の推進への支援に努めてまいります。

８ 全体 データ利活用・県庁ＤＸ等の各種取組分野に

ついて、静岡県及び県下市町で完結するもの

となっている。そのため、今後のデジタル戦略

としては、近隣自治体・国との連携を掲げた戦

略立案があってもいいと思う。

Ｂ

取組の推進に当たっては、御意見の趣旨

を踏まえ、国の動向を注視しつつ、他の都

道府県等との情報共有・連携を図ってま

いります。

９ 全体 ＤＸの推進計画にもかかわらず、パブリック

コメントの提出方法が、持参、郵送、ＦＡＸ又

は電子メールのいずれかの方法となってお

り、変革を起こそうという気が感じられない。

ＦＡＸ等で来た意見は職員が入力するのか。

ＤＸはデジタル to デジタルが基本。そこがで

きていない県の取組にＤＸの未来を感じられ

ない。

Ｃ

デジタルデバイドが課題となっている

中、幅広く多様な方法で御意見をいただ

けるよう、ＦＡＸ等による提出も可能と

しました。

いただいた御意見につきましては、今後

の参考とさせていただきます。

10 全体 静岡県に期待することとしては、以下の３点

である。

１ ＤＸを活用した新規ビジネスの創出に向

けたリーダーシップの発揮。それによる若

者の県外流出の阻止。さらには県内への流

入の促進

２ 高齢化社会に対するＤＸを活用した社会

インフラ整備への対応

３ 市町へのリーダーシップの発揮

今後さらに具体的な対応策を示していただけ

るとありがたい。

Ｂ

ＤＸの推進に当たっては、御意見の趣旨

を踏まえ、移住・定住対策や長寿政策等の

関係部局と連携しながら取組を進めてま

いります。

11 ５ページ

２ 背景：デ

ジタル化の

必要性ほか

人口減少は避けられないものとして議論を進

められているが、人口減少に歯止めをかけ、増

加に転じさせるための施策を打ち出すべきで

はないか。これまでの日本国内の議論などか

ら、外国人が増えることにはあまり良い感触

がないと考える。また、日本全体を考えれば、

Ｃ

いただいた御意見につきましては、総合

政策や健康福祉政策所管部署と情報共有

し、今後の取組の参考とさせていただき

ます。

少子化対策につきましては、若者の結婚

支援から、安心して妊娠、出産、子育てが
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どこかの地域から静岡に移動してくるのでは

あまり意味がない。やはり、静岡県に住む若い

人たちが、たくさん子供を産んで育てられる、

同時に働くこともできる、そのような社会を

目指すべきではないか。そう考えた時、今回の

計画案はとても物足りない印象を受ける。

思い切って、10年後、「流入に頼らない人口の

自然増が持続する社会を目指す」とし、それに

基づき基本理念、目指す姿を実現するとした

方が、もっと具体的にやらなければいけない

ことが出てくるように思う。

できる切れ目ない支援体制を市町ととも

に築き、進めてまいります。

12 13 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿

（総括）

デジタル技

術が支える

“新しい静

岡時代”

シンプルに「デジタル技術が支える新しい静

岡」という表記が相応しい。

“新しい静岡時代”と表記することで何を伝

えたいのか意味がわからない。静岡が日本を

牽引して新しい時代を築く、という意気込み

を表しているのか。静岡は独自路線を進むこ

とを宣言しているようにも受け取れる。

解釈に首を捻るような表記を敢えて選択する

ことには意味がない。県内外を問わず誰もが

読んで理解できるシンプルな表記が求められ

ている。

Ａ

御意見の趣旨を踏まえ、「デジタル技術が

支える新しい静岡」に変更しました。

13 14 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿①

＜暮らす・楽

しむ＞

観光案内の

充実

「ＴＩＰＳ」をより使いやすく、また知ってい

ただく努力をすることが必要で、そのための

予算を拡充した方が良いと考える。

コロナ禍となったこと、また来年の大河ドラ

マの影響等もあり、東名から自動車を使った

観光客は間違いなく増えているし、来期も更

なる増加が見込まれる。自分の運転で観光地

を巡る動きがコロナ禍前よりも増えている。

立地を生かした観光誘客を進め、好感を持っ

ていただき、さらにリモートによる「静岡暮ら

しの仕事人」を増やすことにつなげることが

できればと考える。

県では、観光案内アプリ「ＴＩＰＳ」を制作運

営されている。このアプリはわかりやすく、使

いやすい。このアプリに下記の改善を加えて、

登録者を増やすことができれば、更に使いや

すくなるのではないか。

①紹介するデータを増やす。

特に、民間施設、例えば名物料理（うなぎ・

海鮮・静岡おでん・遠州焼き・安倍川もちな

どなど）や施設等を増やす。また、エリアか

らの周辺検索の絞り方や施設ごとの検索シ

ステム等、画面切替えを容易にして、より使

い勝手をよくしてもらえればと考える。さら

に、グーグルマップ等での各施設連動も図る

べき。イベント（各種祭典）の情報も不足し

ていると感じる。イベント情報には、「内容」

「期日(過去実績)」「来場者数」等もあった

方が良い。

②動画を更に増やす。

静止画のみとなっているが、動画を増やした

Ｃ

施設数やストーリー発信をはじめとした

掲載内容など観光アプリの質量の充実の

ほか、操作性の高い画面作成などに取り

組んでおります。

いただいた御意見につきましては、今後

の利用促進策等の参考にさせていただき

ます。
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方がよりわかりやすくなる。施設来場を促進

するためにも、「実際に目視したい！」と思

わせる動画が必要。動画は Youtube 等にもア

ップし、ＴＩＰＳと連動を図るべき。映像を

工夫して視聴者が増えれば、「ＴＩＰＳ」ダ

ウンロード数を伸ばすことができると考え

る。特に、イベントは動画（過去）を充実さ

せるべきと考える。

③県内での告知を強化

このアプリの登録者数は、県内でもまだ少な

いのではと思う。知名度も低い。県外観光客

から経路情報を問われたときに、このアプリ

を使ってその場ですぐ情報提供できる、そん

な意識付けができればと思う。

14 14 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿①

＜暮らす・楽

しむ＞

市町広報及

び回覧板等

のＤＸ推進

自治体（市町）への支援という手法になるかも

しれないが、コロナ禍となり、手渡しでの回覧

板や町内会長等が実施する広報誌の各戸配布

を改善できないか。

現在、広報誌は各市町とも印刷物見開きで自

治体ホームページにアップしたりしています

が、意外と見にくい。

これらの情報のまとめ方を、「冊子」発想から、

「テーマをクリック」そして「動画・写真・地

図」等で分かりやすくすることが必要と考え

る。印刷代の削減やＳＤＧｓにもつなげるこ

とができる。各自治体でこのような編集シス

テムを構築できたらと考える。その支援を県

からしてあげたらどうかと考える。

電子回覧板は、島田市で既に実施している地

区があると聞く。町内会長に端末を提供し、そ

こから各班・世帯代表に転送する形となって

いて、メイン端末を提供しているとのこと。使

い勝手の良いシステム構築を推進できればと

考える。

Ｂ

本計画では、基本方針の１つとして「市町

ＤＸの推進への支援」を掲げ、県内市町の

実状に応じたデジタル化を支援してまい

ります。

いただいた御意見につきましては、他の

自治体での先進的な取組等の共有を図

り、より良い広報手法の活用に努めてま

いります。

15 14 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿①

＜暮らす・楽

しむ＞

個人の健康

管理をサポ

ートし、健康

で活力のあ

る暮らしを

支援

コロナ禍、高齢化が進む中で、健康増進は重要

な部分であると認識しており、ＤＸにてどの

ように実現されるのか期待している。

実現に向け、各市町での取組を静岡県が取り

まとめることで、県域としての＜暮らす・楽し

む＞に向けた取組が加速すると想定してい

る。

また、健康アプリは、市場でシェア率が高く、

既にある程度データが集まっている（データ

利活用できる）ものを採用するのも良いと思

う。

Ｃ

健康増進の分野については、社会全体で

デジタル技術の利用が進められているこ

とから、いただいた御意見の趣旨を健康

福祉部門と情報共有するとともに、今後

の政策立案の参考とさせていただきま

す。

16 14 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿①

＜暮らす・楽

しむ＞

・人口減により、移動手段は減少（バス路線廃

止等）

・高齢者の運転ミスによる事故が増加

・高齢者の免許返納により移動困難となる人

もいる。

・交通系事業者は、赤字路線を廃止せざるを得

Ｂ

御意見の趣旨を踏まえ、目指す姿の実現

に向けてデジタル技術の実証等の取組を

進めてまいります。
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人やものの

円滑な移動

を促進し、住

む人も訪れ

る人も魅力

を感じる社

会を実現

ない。

・旅行者の目的地までの移動手段がわかりに

くい。

等、静岡県内だけにとどまらず、移動による課

題は全国多岐にわたる。

課題解決のために活用できる技術は数多くあ

ると想定できるので、社会実装に向けて、技術

を活用し実証等を進めていただきたい。

将来的には、デジタル機器等を利用しなくて

も、人やものが円滑に移動できる社会が実現

できることに大いに期待する（財布もカード

も何も持たないで移動や買い物ができる社会

に期待）。

17 16 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿③

＜働く・磨く

＞ほか

動画を活用

して県内企

業を分かり

やすく紹介

動画を利用して企業を紹介するプラットフォ

ームを構築してはどうか。

県内企業紹介のホームページは既に構築され

ており、各企業の特色（どんな技術があるのか

等）を起点に企業を見つけることができる素

晴らしいシステムだと実感している。

このシステムを更に増強し、企業紹介からビ

ジネスにつながるようにしてはどうか（特に

既存産業の紹介を強化）。

また、地元の小学生から就職活動する学生ま

でを対象に、県内にどんな企業や産業があり、

将来どのように県が発展していくのかを理解

してもらい、成人後の静岡県への定着の促進

も目的とすべき。

Ｃ

県では令和２年度より、「しずおか産業力

発信プロジェクト」として、高い産業力を

持つ本県企業群の魅力を伝えるための動

画をホームページやＳＮＳ等で配信する

ことで、就職活動中の学生や首都圏在住

の30歳前後の移住に関心のある本県出身

者等、潜在的なＵ・Ｉターン意向者の開拓

につなげる取組を行っております。いた

だいた御意見につきましては、こうした

取組を含めた今後の取組の参考とさせて

いただきます。

18 16 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿③

＜働く・磨く

＞ほか

TECH BEAT

Shizuoka の

電子化

今年も「TECH BEAT Shizuoka」は、リモートで

の開催となり、会場でブースをまわって話を

聞く代わりに zoom での参加となった。講演会

等は大変聞きやすくなったが、ブースをまわ

って展示物を見ながら興味のあるところの話

を聞く作業が、パソコンで電子ブースに入っ

て伺うとなると、ちょっとためらわれる感じ

があった。

全くつながらないと感じていた会社同士が、

世間話から入り、ふとした思いつきの一言か

ら交流に発展するケースがあると伺ったこと

がある。電子空間で「気軽」に会話できるシス

テムや環境が整うと良いのではないかと考え

る。

今後、「電子空間」で伝え、対話することがこ

れから増えてくると思う。「ことば」で伝える

ことも大切だが、「映像」で分かりやすく伝え

ることが重要だと考える。県主導で、分かりや

すく使いやすい企業紹介のプラットフォーム

や、電子展示会場、会談場の設営が必要と考え

る。

県外で伺った話だが、神戸市は経済団体と、会

津市は大学と連携してＤＸやスタートアップ

事業を進めているとのこと。神戸市では障害

者用トイレの空き情報のデジタル化、会津市

では市民からの苦情をデジタル技術を使って

Ｂ

県では、令和３年度に、県内のものづくり

企業をはじめとした産学官金の様々なメ

ンバーが交流し、新たな事業展開に向け

た知恵を出し合う、企業参加型オンライ

ンコミュニティ「しずおか産業創造プラ

ットフォーム」を開設し、会員制のコミュ

ニティコーナーで、企業同士が気軽に交

流できる仕組を構築したところです。い

ただいた御意見につきましては、今後の

取組の参考とさせていただきます。

なお、県内市町に対しては、実状に応じた

支援等により、市町のＤＸを促進してま

いります。
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処理する等、市民目線でＤＸを推進している

模様である。

市町の話ではあるが、裾野市のＳＤＣＣの取

組やウーブンシティとの連動等、「県民が暮ら

しやすい」システムづくりを県が応援するシ

ステムを構築してもらえるとありがたい。

19 16 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿③

＜働く・磨く

＞ほか

県ホームペ

ージにおけ

る見積情報

の集約

県からの見積案件は、部署ごとになっている

かと思うが、ホームページのどこに何がある

か分かりにくいため、分かりやすくしてほし

い。「見積案件」でページを作っていただける

とありがたい。

Ｂ

県ホームページの改修を計画しているこ

とから、いただいた御意見を参考に、見や

すい、情報検索をしやすいなど、より良い

ホームページにしてまいります。

20 16 ページ

５ 推進方

針：

目指す姿③

＜働く・磨く

＞ほか

ＳＤＧｓの

推進

障害者が働く環境整備にＤＸは重要かと思

う。骨子の中で、農業のＡＩ等電子化について

も紹介されていたが、経済産業部と連携し、

「温室栽培（土を使わない栽培）」「農地発電

（太陽光で温室栽培）」等「筋肉を使わず誰で

もできる」「Ｂ型障がい者でもひとり暮らしが

できる収支」を目指した農業を、資源エネルギ

ー庁、デジタル庁、農水省の補助制度等を活用

してできないか。ＤＸで横をつなげて県がＳ

ＤＧｓを進めてくれるとありがたい。

Ｃ

いただいた御意見につきましては、健康

福祉部門及び農業政策部門と情報を共有

し、今後の取組の参考とさせていただき

ます。

21 18 ページ

５ 推進方

針：

基本方針

地域社会の

ＤＸの推進

ほか

地域として

のＤＸ

現在、企業（特に中小企業）のデジタル化の課

題は認識されているところであるが、企業単

体だけを捉えるのではなく、行政機関（県や市

町）と企業との連携（商的なやり取り）を含め

た、地域としてのＤＸの更なる推進の検討も

お願いしたい。
Ｂ

ＤＸの推進に当たっては、御意見の趣旨

を踏まえ、市町や民間企業との連携を強

化してまいります。

22 18 ページ

５ 推進方

針：

基本方針

県庁ＤＸの

推進と新た

な賀知の創

造

デジタル技術を活用した業務の革新を進める

点について、デジタル技術を活用した業務の

革新を継続しつつ、規程（文書管理規程等）の

見直しも進めることにより、業務の革新がよ

り進むと思う。
Ｂ

公文書管理については、内閣府がデジタ

ル化の検討を進めていることから、その

動向を注視しつつ、規程や運用ルール等

の見直しも進めてまいります。

23 18 ページ

５ 推進方

針：

基本方針

県庁ＤＸの

「統計データ等の積極的な分析・利活用」につ

いて、具体的な活用方法が少し見えにくいよ

うに感じる。

例えば、

・県域の地図データと統計データを組み合わ

せ、地域間の格差是正や地域の特色を生か

Ｂ

「統計データ等の積極的な分析・利活用」

については、本県を含め、全国の自治体で

の統計データの利活用先進事例等を紹介

するなど、具体的なデータ活用シーンの

明示に努めてまいります。
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推進と新た

な賀知の創

造

した施策につなげる。

・ＥＢＰＭの推進に当たり、データの可視化に

より具体的なデータ分析、ステークホルダ

ー間の詳細検討を活性化する。

といった、具体的なデータ活用シーンについ

て明示いただくと、より良いものになると考

える。

24 19 ページ

６ 政策（総

括）：全体像

政策⑤：デー

タの分析・利

活用の推進

ほか

県が保有する統計データの積極的な利活用に

期待する。

研修体系を構築し、人材育成を進めつつ、「デ

ータ収集の容易化、分析の自動化」も加えると

良いと思う。

データ収集を簡単に行えるものや、分析をＡ

Ｉが自動的に短時間で行えるものもある。庁

内外の統計データを容易に収集し、自動で分

析できる環境が整うことにより、政策立案に

役立てるデータ利活用の場面は更に拡大する

と考える。

Ｂ

データの利活用を含め、デジタル人材育

成のための研修を体系に基づき実施して

まいります。また、オープンデータ専用検

索サイト「ふじのくにオープンデータカ

タログ」は複数データの一括ダウンロー

ドや、ＡＰＩ連携によりデータの定期的

なダウンロードが可能です。また、県のデ

ータだけでなく国や市町のデータも容易

に収集できる環境を整備してまいりま

す。

25 21～22 ページ

６ 政 策

①：デジタル

化の推進に

必要なデバ

イド対策の

実施

デジタルに関する知識、使い方を知らない人

は、そもそもデジタルに対する拒否反応を示

すことが多々あり、スマホ講座の実施などの

対処療法的な施策では、効果が限定的な場合

がある。

一方で、高齢者の中には“デジタルを使わなけ

れば損だ”ということに気付き、高齢者仲間で

啓発活動をされている方もいる。

このような地域の人材に協力してもらい、例

えば自治会等昔ながらの地域活動の中でデジ

タル推進員のような方を作り、 地域で支え

あっていけるような施策を、市町と県が連携

して打ち出していければ、高齢者のデジタル

デバイドは更に解消していくのではないか。

Ｂ

県民全てに優しいデジタル化を推進する

ため、静岡県では、令和４年度から、デジ

タルに関する知識を活用し、地域の中の

身近な相談役として活躍できる「デジタ

ルサポーター」の育成を推進します。

県内市町とも連携し、デジタルデバイド

の解消に努めてまいります。

26 22 ページ

６ 政 策

①：デジタル

化の推進の

ためのデバ

イド対策の

実施

＜主な取組

＞

教育現場のデジタル化や教員の働き方改革に

ついて、本計画での具体案はあるか。

また、小中高一貫したＩＣＴ教育の推進施策

についてはどう考えているか。

Ｃ

本計画では具体策は記載していません

が、現在策定中の次期教育振興基本計画

等で、県立高等学校における学習-校務を

可視化、連携させて成果につなげる統合

的システム(ＬＭＳ)の導入検討等につい

て記載しています。また、市町等で構成す

る「静岡県ＩＣＴ教育推進協議会」を通じ

て情報共有や実証研究等により、県全体

でＩＣＴ教育の推進に努めてまいりま

す。

27 22 ページ

６ 政 策

①：デジタル

化の推進に

必要なデバ

イド対策の

実施

＜主な取組

＞

小中高校の教育現場における教育実態は、教

員が過去に習得した情報であり、最新施術情

報等を教える事は厳しいと考える。高齢者＝

ＩＴ音痴との表現が多いが、ＩＴ業界を退職

した県民の支援を受けて、最新の生の情報を

教えることが最良と考える。高齢者は孫世代

の子ども達と接するのはとても嬉しく、ボラ

ンティアで対応してくれる人材は豊富だと感

じる。

Ｃ

ＩＣＴ活用指導力の向上を図るための教

職員研修を実施するとともに、ＩＴ業界

を退職した県民等の支援については、御

意見の趣旨を踏まえ、ＩＣＴエキスパー

ト支援員やボランティアとして支援いた

だくことを検討するなど、今後の取組の

参考とさせていただきます。

28 22 ページ

６ 政 策

来庁を必要としないオンライン申請等を普及

させる一方で、ＩＴに不慣れな御老人等もＩ
Ｂ
御意見の趣旨を踏まえ、使い勝手の良い

ＵＩの提供や、システムを利用できない
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①：デジタル

化の推進に

必要なデバ

イド対策の

実施

＜主な取組

＞

Ｔの利便性を享受できるようにしていただき

たい（ＩＴ知識習得の支援だけでなく、不慣れ

な方でもすぐに分かるシンプル操作端末の整

備や、入力補助等）。

方へのサポートなどに努めてまいりま

す。

29 22 ページ

６ 政 策

①：デジタル

化の推進に

必要なデバ

イド対策の

実施

＜主な取組

＞

情報アクセシビリティについて、現在県のホ

ームページやアプリをはじめ、各自治体が

様々な情報発信の強化に取り組んでいると感

じるが、ほしい情報の所在を探すことが難し

く感じる。今後は情報発信の強化としてコン

テンツを増やす（強化）よりも既存コンテンツ

の整理を実施していただきたい。

例えば、現在は各自治体が独自でホームペー

ジ等のコンテンツを運用しているが、それぞ

れ情報の所在が異なるので探すのが大変であ

る。県主導の下標準化していただくと、市民の

情報取得が容易になるのではと思う。

Ｂ

県ホームページの改修を計画しているこ

とから、いただいた御意見を参考に、見や

すい、情報検索をしやすいなど、より良い

ホームページにしてまいります。

また、県及び県内市町のオープンデータ

を「ふじのくにオープンデータカタログ

サイト」に集約し、ユーザビリティ（使い

やすさ）の向上に努めてまいります。

30 23 ページ

６ 政 策

②：超スマー

ト社会の実

現に向けた

環境整備

＜概要＞

地域社会におけるデジタル化は、静岡県だけ

で実現できるモノではないので、このような

分野に力を注ぐのは避けた方が良いと感じ

る。 Ｃ

国や他の都道府県の動きを踏まえ、地域

社会全体にデジタル化の恩恵が及ぶよう

取組を推進してまいります。

いただいた御意見につきましては、今後

の参考とさせていただきます。

31 24 ページ

６ 政 策

②：超スマー

ト社会の実

現に向けた

環境整備

＜主な取組

＞

市町の利用する業務システムは国主導で標準

化されるが、県、及び自治体外郭団体も含め、

情報システムを自己組織で保有（構築）するの

ではなく、国又は業者が提供する業務システ

ムを利用する方向にすべきと考える。

日本の企業、民間企業の利用する情報システ

ムは約７割が独自開発であるが、欧米では逆

に３割が業者が提供する業務システムを利用

する形態である（従来はＰＫＧをそのまま使

用、現在はＡＳＰサービスで利用）。

自らの事務フローに合わせたシステムを構築

し所有するのではなく、他社、他自治体でも利

用しているシステムに業務フローを合わせて

業務を遂行する方向がベストと考える。

Ｂ

情報システムの整備につきましては、国

（デジタル庁）が「デジタル社会の実現に

向けた重点計画」等に掲げる「クラウド・

バイ・デフォルト原則」を踏まえて対応し

てまいります。

32 24 ページ

６ 政 策

②：超スマー

ト社会の実

現に向けた

環境整備

＜主な取組

＞

県が事業主体となる事務についても、システ

ムの標準化・共通化を実施とあるが、県民から

すると、県が事業主体の事務に身近なものは

多くないと思う。むしろ、ワクチンの予約や給

付金の申請、公共施設の予約、マイナンバーカ

ードの利活用等、市町で行っている事務こそ、

市町の垣根を越えて共通化してもらいたい。

そのためにも、県がイニシアティブをとって

県内を標準化・共通化できるよう主導してい

くべきと考える。他県の情報を聞くと、県内で

共同調達や共同利用という話をよく聞く。情

報分野に関しては、静岡県は少し遅れを取っ

ているような気がしてならない。計画案の８

Ｂ

静岡県では、令和３年度に、県内の複数市

町において音声認識技術及びＡＩ－ＯＣ

Ｒの導入実証及び効果検証を実施し、令

和４年度の共同導入に向けた検討を進め

ました。

今後も、御意見の趣旨を踏まえて県内市

町の情報システムの標準化・共通化に向

けた支援等を実施し、市町のＤＸの推進

を支援してまいります。
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ページにも、「規模の小さな市町の推進体制が

未整備」と記載されているが、そこを支援し、

静岡県内どこの市町でも同様に便利に利用で

きるという環境を整備するには、県がしっか

りと市町を取りまとめていくべき。

33 26 ページ

６ 政 策

③：デジタル

技術の実装

の促進

＜主な取組

＞

施策名：災害

対策におけ

るデジタル

技術の活用

「主な内容について」、関係機関がシステムを

連携させさえすれば、簡単に情報を共有でき

るかのように受け取れてしまう。

実際には、共有し易い情報の形を追求して、

ISUT の主導又は関係機関の合意により定めて

おき、最初の情報入力段階から適用させる、と

いう取組が必要であり、そのことを認識して

いることが分かるように記載すべきではない

か。

「主な内容」には、「災害に関する大量の各種

情報を関係機関が短時間で共有し活用するた

め、地域防災計画等で定めた各種様式の使用

中止、XML による記述への統一、及び入力支援

アプリ等の開発」のように記載することが相

応しい。

Ａ

御意見の趣旨を踏まえ、「主な内容」を「ふ

じ の く に 防 災 情 報 共 有 シ ス テ ム

（FUJISAN）を活用したＩＳＵＴとの連携

を推進」「災害に関する各種情報を集約

し、県、市町及び防災関係機関で迅速に共

有できる体制を整備」に変更しました。

34 27 ページ

６ 政 策

④：新しい生

活様式への

対応

＜概要＞

行政手続

電子申請が進んでいるが、依然として多くの

手続に郵送や持参が必要だと感じている。

住民の利便性向上と行政事務効率化のため

に、是非オンライン化（データ化）の推進を進

めてほしい。
Ｂ

御意見の趣旨を踏まえ、県及び市町にお

ける行政手続のオンライン化を推進して

まいります。

35 28 ページ

６ 政 策

④：新しい生

活様式への

対応

＜主な取組

＞

国の指針にとらわれず、オンライン申請可能

とできる手続は、全てオンライン申請できる

ように進めていただきたい（特に、子育て世代

等が必要とする手続等）。 Ｂ

御意見の趣旨を踏まえ、県及び市町にお

ける行政手続のオンライン化を推進して

まいります。

36 28 ページ

６ 政 策

④：新しい生

活様式への

対応

＜主な取組

＞

県内企業のテレワーク導入支援を進めつつ、

県在住者がテレワークをしやすい環境の整備

も進めていただきたい（コワーキングスペー

スの普及促進、自宅テレワーク環境整備への

金銭的支援等）。

Ｂ

御意見の趣旨を踏まえ、県内企業に対し、

経営者向けの業種別セミナーや社内人材

の育成、勤務制度の周知啓発などにより、

テレワークの導入を支援するほか、商店

街の空き店舗等を活用したコワーキング

スペースの整備や、自宅のテレワーク環

境の整備等を支援してまいります。

37 29 ページ

６ 政 策

⑤：データの

分析・利活用

の推進

＜概要＞ほ

か

ＥＢＰＭの

検討

ＥＢＰＭを取り入れることは、メリット・デメ

リット両面ある。企業研修や社会人枠等のデ

ジタルエキスパートの育成は当然必要だと思

うが、大学等を含めたＥＢＰＭの活用に関す

る研究等も検討していただきたい。
Ｃ

ＥＢＰＭの推進に当たっては、データ（エ

ビデンス）に基づく政策立案を推進して

いく中で、メリット・デメリット等を検証

してまいります。

いただいた御意見につきましては、今後

の参考とさせていただきます。

38 33 ページ 推進体制の中で、“市町や民間企業と連携し” Ｃ 県の役割としては、基本方針に掲げた地
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８ 推進体

制

とあるが、県と各市町の具体的な役割を教え

てほしい。

また、民間企業に期待することは何か。

域社会のＤＸ及び行政のデジタル化の推

進、市町の役割としては、住民に身近な行

政サービスの標準化やオンライン化等の

推進が主と考えております。

また、民間企業につきましては、デジタル

技術の活用による業務の効率化・高度化

を期待します。


